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その後の労働需要の高まりから 90 年には日系人の入国規制が緩和され、さらには 99 年に「専門
的・技術的分野の外国人労働者を積極的に受け入れる」と変更された4。このように単純労働者の
受け入れには依然として慎重な対応であったものの、大学教員・外資系企業経営者・弁護士など
                                 
1  本稿においてイギリスとはイングランド・スコットランド・ウェールズ・北アイルランドの連合体 United  
  Kingdom をさすものとする。 
2 「外国人労働者問題の 20 年史」エコノミスト 83 巻 14 号 (2005 年３月８日号), p.85。 
3  1988 年「経済運営五カ年計画」および「第六次雇用対策基本政策」参照。 
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は三年間の在留資格が与えられその更新も可能となったのである。 


















万人減少するものの「65 歳まで働ける社会の構築」により約 170 万人、「仕事と家庭の両立支援」









                                 
5  2004 年 3 月 19 日閣議決定「規制改革・民間解放推進３カ年計画」参照。 
6  法務省入国管理局：出入国管理及び難民認定法第七条第一項第二号の基準を定める省令、平成二年五月
二十四日法務省令第十六号参照。なお最近では医療の在留資格に関して平成十八年三月三十日法務省令第
二十九号が公布され改正されている。詳しくは http://www.immi-moj.go.jp/keiziban/ happyou/nanmin7-1-2.htm 
  参照。 
























 イギリスは国民保健サービス（National Health Service, 以下 NHS）と独立採算医療サービス
（Private Service）の二本立てである。 









える」特集：共生する職場と社会～移住労働者の安全と健康～[4] 労働の科学63巻11号(2008.11), p.18参照。 
10 イギリスには…第二次世界大戦以前はアイルランドから、戦後はアフリカ諸国やカリブ海諸国などから数
多くの看護師がきた。…イギリスにとっては国際的な看護師の就職は新たな現象ではない。下平唯子「イ
ギリスの看護制度の概要―医療･看護制度の現状と課題―」世界の労働 55 巻 10 号(2005.10), p.38。 
11 ジェームス・ブキャン、ミレイユ・キングマ、フェリ・マリリン・エルガド-ロレンツォ「国際的な看護師
の移動：その傾向と政策の関連（抜粋）」福元ゆみ訳、インターナショナルナーシング･レビュー Vol.28 
No.4(2005.7), p.66。Issue Paper 5 “International Migration of Nurses : Trnds and Policy Implications” The Global 
Nursing Review Initiative :Policy Options and Solutions. なお、原文は http://www.inc.ch/global/ よりダウン
ロードすることができる。 
12 前掲註 10 下平, p.33。 
13 GP に雇われている Practice Nurse という看護師や DN という在宅患者に対して訪問看護を行う看護師、
Health Visitor という住民の健康増進と予防活動を行う看護職（日本でいう保健師のような職種）などであ 
る。曽根志穂・高井純子・大木秀一・斉藤恵美子・田村須賀子・金川克子・佐伯和子「イギリスにおける
看護師の教育制度の変遷と看護職の現状」石川看護雑誌３巻１号(2005), p. 95 以下参照。 
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 UKCC（United Kingdom Central Council for Nursing, Midwifery and Health Visiting：看護師・助産
師・訪問保健師の教育と資格認定、登録に関する統括を行う責任機関）が 1986 年にイギリス政府











                                 
14 工藤桂子「イギリスのスペシャリストとジェネラリストの変遷 日本の認定・専門看護師への示唆」インター 
ナショナルナーシングレビュー2003 年臨時増刊号, p. 92。 
15 前掲註 10 下平, p.33。 
16 明渡陽子「イギリスの医療制度改革と看護」インターナショナルナーシングレビュー2007 年臨時増刊号, 
p.112。 
17 前掲註 14 工藤, p.92 以下。 
18 同上 工藤, p.92。 
19 同上 工藤, p.93。 
20 前掲註 10 下平, p.34。 
21 前掲註 13 曽根・高井・大木・斉藤・田村・金川・佐伯, p.96。なお、看護職育成の基礎教育を、初期
は共通の教育プログラム、後半に専門コース（精神看護・知的障害者看護・成人看護・小児看護）という 
形に改正した。前掲註 16 明渡, p.114。 
22 前掲註 16 明渡, p.114 参照。 
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 イギリス保健省（Department of Health）は 1998 年 UKCC に対してプロジェクトの評価を行う委





 従来、看護師の教育と資格の認定・登録に関しては UKCC が、看護教育に関する基準作成や許
認可は連邦内の４つの委員会（National Board）が行っていたが、2002 年４月からは看護・助産審



















                                 
23 前掲註 13 曽根・高井・大木・斉藤・田村・金川・佐伯，p.96 参照。 
24 詳しくはマギー・イアノー「イギリスの地域スペシャリストの役割」インターナショナルナーシングレ
ビューVol.26 No.3,pp52-55（2003）およびマーク･ジョーンズ「イギリスの医療・看護政策と在宅看護」イ
ンターナショナルナーシングレビューVol.27 No.1, pp59-63（2004）等を参照されたい。 
25 前掲註 13 曽根・高井・大木・斉藤・田村・金川・佐伯，p.97 参照。 
26 旧看護師登録部門では各自の専門領域に基づき 15 に分かれた部門のいずれか１領域以上に登録を行って
いたが、2004 年８月から大きく３部門に変更された。登録内容の詳細については前掲註 13 曽根･高井･
大木･斉藤･田村･金川･佐伯, p.97 以下参照。 
27 前掲註 14 工藤, p.92。 
28 前掲註 10 下平, pp.34-35 参照 
29 前掲註 10 下平, p.34-表１、前掲註 14 工藤, p.92-表 1 参照。 
30 以下、詳しくは前掲註 10 下平、前掲註 14 工藤を参照されたい。 
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５年以上の学士と、看護職のリーダーで大学院レベルの教育と実践経験をもつ者が該当する。後
者には DN やヘルス・ビジター（HV）、プラクティス・ナース（PN）、ナース・プラクティショ
ナー（NP）、がん看護師、ナース・プリスクライバーがあげられる。DN と HV についてはすでに
ふれた通りである。PN はヘルスプロモーションのクリニックを運営したりスクリーニング活動
（集団の中から健康上疑いがあり精密検査を要する者ないし発病者を選び出す医学的篩い分け）


























                                 
31 マーク・ジョーンズ「イギリスにおける看護師の処方権」インターナショナルナーシング・レビューVol.25  
No.5, pp53-56（2002.10）参照。 
32 上野真由美「各国の外国人看護師受け入れの現状(上)―看護師をめぐる世界の労働市場のトレンドを概観 
する」国際人流 21 巻８号(2008.8), p.39 以下。  
33 志賀晶子・平岡敬子「イギリスにおける看護師不足の現状」看護学統合研究４巻２号(2003), p.61。 
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ていないとの指摘もある34。目標数値を満たすために NHS は諸外国（特に南アフリカなどの旧植
民地諸国）から“アグレッシブ”に看護師を採用した35。 
 外国人看護師がどの程度イギリスへ受け入れられているかは NMC の登録者数によって知るこ
とができる。非 EU（欧州連合）からの新規登録外国人看護師数は年により変動があり、2002 年
３月末の 15,064 人をピークに 2006 年３月末には 8,673 人にまで下がっている。また、新規登録
看護師に占める外国人看護師の比率も同年の49％から減りつつある。なお、EU 諸国出身者は2006


















明する書類を添付しなければならない41。さらに 2005 年から国際英語検定（International English 
                                 
34 山田亮一「新医療福祉体制と看護労働力移動」『社会政策と賃金問題』社会政策学会誌12巻(2004),pp.207-235
参照。 
35 前掲註 32 上野, p.40。 
36 織田由紀子「英国における外国人看護師受入研修」日本赤十字九州国際看護大学 IRR 第６号（2008.6）,p.16。 
37 James Buchan  “The Policy Implications of International Recruitment of Nurses : Lessons from the UK” , 早野真佐
子訳「看護師の国際的採用活動が政策上に与える示唆：イギリスからの教訓」インターナショナルナーシ
ングレビュー Vol.28 No.4（2005.7）, p.54 参照。  
38 前掲註 32 上野, p.40 参照。 
39 Department of Health : Code of practice for NHS employers involved in the international recruitment of healthcare 
professionals , Department of Health , London, 2001 
40 前掲註 37 Buchan, p.55。 
41 前掲註 36 織田, p.17。そのほかに看護または助産教育を受ける前に最低 10 年間の教育を受けていること、
３年間の看護教育の中で臨地実習が半分(2,300時間)以上あり、３分の１(1,533時間)以上は理論的科目を履
修していることなどの要件かある。詳細については NMC : Standards of proficiency for pre-registration nursing 
education を参照されたい。 
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42 上野真由美「各国の外国人看護師受け入れの現状(下)―米国と英国の受け入れ枠組を見る」国際人流 21
巻９号(2008.9), p.43。 
43 前掲註36 織田, p.17。この検定はEU以外の出身者は英語が母語であっても全員受けなければならないが、 
EU 出身者は英語が母語でなくても受ける必要はない。 
44 研修および実習の詳細については前掲註 36 織田, p.17 以下を参照されたい。 
45 前掲註 37 Buchan, p.56。 
46 前掲註 16 明渡, p.115 以下および表３参照。 
47 Allan H. and Larsen JA. “We need respect : experiences of internationally recruited nurses in the UK ” Presented to 
the Royal Collage of Nursing , 2003 . /  Horner M. “A review of a supervised practice program for overseas nurses” 
Nursing Times , 100(27) pp.38-41 (2004) . /  Gerrish K. and Griffith V. “Integration of overseas registrated  
nurses : evaluation of an adaptation programme” Journal of Advanced Nursing , 45(6) pp.579-587 (2004) . /  
Smith PA, Allan H, Henry LW, Larsen JA and Mackintosh MM “Valuing and recognizing the talents of a diverse 
health care workforce , Report from the REOH study” Researching equal opportunities for overseas-trained nurses 
and other health care professionals , 2006  et al.  
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48 前掲註 10 下平, p.40。イギリスの医療現場は看護師に相当責任ある業務を任せており、死亡の判断・宣告
も看護師が行うなど外国人看護師にとっては経験のない部分が多くある。 
49 OECD(2007)，International Migration Outlook , Paris ; OECD. 
50 原田順子・岡野内俊子「公的セクターにおける病院看護師のマネジメント―日英の外国人看護師に関する 
事例と考察―」放送大学研究年報第 25 号(2007)，p.68。 
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 平成 20 年７月１日に発効した日本とインドネシアの経済連携協定（EPA）に基づき、わが国は


























                                 
51 読売新聞 2008 年７月 29 日付。 
52 小川忍「外国人看護師受け入れの背景」インターナショナルナーシング・レビューVol.28 No.４(2005.7), p.43。 
53 岡谷恵子「日本看護協会の外国人看護師受け入れに関する見解」インターナショナルナーシング・レビュー
Vol.28 No.4(2005.7), p.36。 
54 岡谷恵子「自由貿易協定(FTA)交渉における外国人看護師の受け入れ問題」看護Vol.56 No.11(2004.9),p.26。 
55 他に主な受入国としてはアメリカ合衆国、オーストラリアなどがある。 
56 世界保健機構・国際看護師協会・イギリス看護協会「国際的な看護師の移動―その傾向と政策との関連」
（原題：International nurse mobility―Trends and policy implications）2003 年３月報告、参照。 
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57 前掲註 53 岡谷, p.37。 
58 中島恵「もはや限界点の看護・介護現場 いまの４K 職場では外国人介護士からも見捨てられる」中央公
論(2008.12), p.70。 
59 永野秀雄「あなたは外国人看護師に命を預けられるか」正論(2007.3), p.266。 
60 前掲註 53 岡谷, p.37。前掲註 54 岡谷, p.28。 
61 前掲註 53 岡谷, pp37-38。 
62 同上書, p.38。 
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 前述のとおり、わが国は昨年初めて EPA に基づきインドネシア人の看護師を受け入れた。受け
入れは２年間と限定的であり67、これによりわが国がただちに外国人看護師に人手不足を依存す
るという永続的構図にはならない。 










                                 
63 同上書, p.37｡ 
64 前掲註 54 岡谷, p.28。 
65 同上書, p.28。 
66 前掲註 53 岡谷, p.39。 
67 前掲註 58 中島, p.66。 




























 なお、インドネシアとの交渉より以前にわが国はフィリピンとの間で 2006 年 9 月に EPA を締
結し、同年 12月に国会で承認されていたが、フィリピン国会での批准が遅れたためにインドネシ
アからの受け入れが先行することとなった。しかし、この協定も 2008 年 12 月 11 日に発効し、09
年度に最大 500 人を受け入れることが予定されている76。フィリピンの場合は海外にフィリピン
人労働者を送り出し、彼らからの送金を受け取るという政策を国が奨励しており、今や海外労働
者はフィリピン経済に欠かせない存在である。海外労働者からの送金は 2002 年で 54 億米ドルに
のぼり、GNP の約７％を占めた。看護師の就業に関しても 85％は海外で働いているという77。同
国では国内における看護労働力の不足は問題ではなく、経験のある看護師や学位を持つ看護大学
                                 
70 前掲註 58 中島, p.66。 
71 前掲註９ 小川, p.21。 
72 前掲註 58 中島, p.67。 
73 前掲註９ 小川, p.21。 
74 前掲註 58 中島, p.67 以下。 
75 読売新聞 2008 年８月３日付。 
76 厚生労働省「経済連携協定に基づく外国人看護師・介護福祉士候補者の適正な受け入れについて」
http://www.mhlw.go.jp/bunya/koyou/other22/index.html 
77 前掲註 54 岡谷, p.27 参照。 
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78 朝倉京子・朝倉隆司・兵藤智佳「フィリピン人看護師の国際移動を支える社会システムの現状と日本進出
の可能性―フィリピン主要関係機関へのヒアリング調査から」看護管理 Vol. 17 No.2(2007.2), p.174 参照。 
79 前掲註 59 永野, p.263 参照。 
80 http://homepage2.nifty.com/shujutoshi/ ほか参照。 
81 王麗華・大野絢子・木内妙子「日本における外国人看護師の保健医療活動への適応実態―医療現場という
視点から―」群馬パース大学紀要 No.４(2007.3),p.50 参照。 
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 かつて民間ベースではわが国でベトナム人看護師を養成し就労を支援するプログラムが存在し



















                                 
82 小堤徳司・荻野絹子・ラ･ティ･トゥ･トゥイ「ベトナム人看護師受け入れの経緯と日本の臨床現場に望むこ
と」インターナショナルナーシング・レビューVol. 28 No.４(2005.7), p.45 以下参照。 
